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岩村公益委員分科会長　本日は、大沢委員、工藤委員欠席　使用者　白沢（渡辺委員の代理）です。　委員の改選

名簿　資料ＮＯ１の通り

座席表が配布されなかったので、名前の分かる人だけ入れました。

違っていましたら、訂正します。

事務局　新任　使用者　宮地、3分の２以上の出席　定足数満たされている。

有期労働契約について、前回スケジュール

現状など、総論について議論

事務局の配布資料説明　１、２、３、４、の資料を本日議論して、次回は5以降説明します。
資料1-１

守島公益委員　感想になるが業種別に見た場合に、有期の使い方の位置づけ多様化している。この研究会でも業種別の部分どう扱うか問題。一パターンでの扱いでうまくいくか
どうか？
輪島使用者委員　前回、入口、本日総論、共通認識作ろうというのが前提だった。労使の対立ポイントで議論する共通認識どこになっているか指摘をしてもらいたい。議事進行の仕方で。従来、公益は、行司役で発言少ない。専門分野の第1人者なので解説してもらいたい。事務局に質問、前回資料の２－２　答申のところで、また書きの就業条件全体に及ぼす影響を考慮する、良好な雇用形態として活用する視点がない、その点が、残っておるのか、2点目、労働基準局に聞くだけでなく、職業安定分科会、派遣法継続審議扱い、派遣法規制はということは雇用機会を少なくしてしまう法律ではないか、高齢者も、雇用均等分科会、パーと法の見直し、均等とか均衡、労働政策、大きな論になっている。

雇用とか、質とかを考えると難しい議論になる。最適を目指して、議論する、労働市場見ると最適ではなく、企業が不安を抱える要素になっている。踏み込んで議論できる状況ではない。雇用の機会の量的な問題に、大きな規制をかけるようにみえる。

全体的な、情勢をどのように、みているのか聞きたい。
岩村公益分科会長　労働側が、どう考えるか聞きたい

新谷労働側委員、　非常にこのテーマ重要、大きな見解のちがい出てくる、共通の認識と対立点、焦点にして議論したい
輪島使用者側委員　？？
労働側　今日は総論、各論は、論点が整理する中で、確認が取れないと進めないではこまる。

岩村公益分科会長、適宜議論が深まった時には、次の会とか、その次の会、意見の違い、タイミング見つつ議論の整理したい。

輪島使用者側委員　自分が正しいと言いあっても、しょうがない。業種見ても、雇用の実態がセンサ万別で合わないなという気がする。

労働側：有期契約の関係、高齢者にしても、パート法にしても、高齢者にしても全部に関わっている。現行法とのつながり、どこまでつながっているか理解できない。

事務局：研究会報告書の方は、契約回数、更新回数、締結、終結に関して、研究会報告は参考にしてもらう。また書き、労制審として検討すべき事項として継続している。

スケジュール提案している。有期契約、法令、どのようなものか、労働基準法、労働契約法関連近い、パート、派遣なども、重なる部分もでてくる、必要な調整もでてくる。

事務局　今の審議会、労働政策審議会の答申のもとに議論している。つなぎ役は、公益委員であり分科会委員、縦横、色々からんでくる。高齢者に関しても、それぞれの分科会の錯綜するのは、全体は、雇用政策研究会の方向が出されている。その中でも、有期の問題指摘されている。
輪島使用者側委員　もう少し聞きたい。全体に労働政策の方向性かわったのか、規制的なものを多く取り入れるように変わったのか、雇用政策研究会の答申が労働政策縛るようになっていない。良好な雇用形態と考えるという答弁ではなかった。

労働基準局課長：雇用政策研究会のまとめは、参考資料として、風が変わったかどうか、規制なのか有効に労働力を活用するものか、一概に言えるものではない。必要なルールを作るのは一貫して取ってきた。資料Ⅱ－２　有期労働を有効な雇用形態として活用すると

書かれていないということなのか

輪島使用者側委員　今回の資料でも、有効というものがない

課長：これを参考に検討していただきたい。総論的な事項から始まって、総合関係を示したもの。良好な関係として、有期契約を作っていくというもの。有効な雇用形態形やとして活用されるものということになっている

輪島使用者側委員：底流にあるということで良いのですね。

労働側：　雇用の何が重要か、労働環境は、悪化していること、共通認識持つことが重要

たしかに、富士山をどっちから見ればということではなくて、富士山を世界遺産にするという風に見ていくべき、有期契約に対する認識が共通しているのか、

資料Ⅲの（１）、我が国、パート労働法の8条から、短時間労働者に対してでている。

これを有期労働契約の法制として記載するのがいいことか、有期つかむうえで複雑化している。資料のⅠの６、正社員になりたい者の割合出ている、付随するもの、資料のⅡ－＾４正社員として、働き口なかったから、３８．％　勤続年す、長くなっている。

契約・派遣、主たる生計者も増えている。安定的働き方望む人立ち増えている。

輪島使用者側委員　資料Ⅰ―７7　正社員と非正社員、パート・アルバイトは、パート法、派遣社員が派遣法、その他の契約社員とか、有期とか、破線でカバーしているが、かかっていたり、かかっていないのが見えない。派遣社員、常用型の半分くらい、
岩村公益委員分科会長　パート・アルバイト、当然、有期契約、多い、パートを除いて他の有期だけを議論するのはむずかしい。有期契約の通則的な部分、パート法の中の均等処遇というのは、それとの関係で、取り上げられていると推測している

事務局　資料Ⅲ－１－１　短時間労働者のみに適用される。短時間労働者であって有期契約労働者がターゲットになっている。分かりやすい書き方検討する。安定的な働きから、増えているか、資料Ⅰ－６、契約社員、派遣労働者が、増えている若い人、正社員になれないから有期になっている人など、様々いる。中味は色々ある。細かく考えていく必要ある。

労働側　パートタイマーの有期の中で、重要な位置を占めている。パート法は、均等・均衡が入ってくる、時間が短い労働者、整理しておかなくては

労働側　輪島委員の大きな問題、１７００万人非正規、そのうち、資料Ⅰ－７の１５００万人有期契約　実感とだいぶ違う。1700万に近い。調査の取り方、アルバイト、パートも雇用先でどういう呼び中で違う、パートでもフルタイムいる、資料１－８の数字で、１２００万人が有期労働契約の推定、新聞の所にでている、今度出てきた数字、低い、５００万人、無期か、残りが期間定めのない雇用に当たるのか、期間の定めのない人どこまでいるのか、かなり大きな人数が、有期だと思う。この数字が独り歩きするのに注意したい。こんな少ない数字ではない。

諸外国　比較資料の９４ｐ　テンポラリー労働者、諸外国と比べて、1年以内のだけの比較、

ほんとうは、かなり、高い率だと思う。もう1点　資料３４ｐに就業形態別個人調査で、３４．６％　派遣が多くて、パートが少なく出ている、パートの数がバイアスが、かかっているデーターだ。

事務局　努力数字ですが、誤差がありうるという前提で見てもらいたい、テンポラリーも

１年以内と見て、就業形態別、派遣割合多く、バイアスかかる、就業形態分けてみる部分と勘案しながら一定の労働者像を見ていく必要ある、

輪島使用者員　１７００万人か、１５００万人か、統計的にどれくらいいるか、わからないのか統計的に、派遣のところ、特にバイアスかかっている。リーマンショックのところなのでもう少し、実態が分からないと、

岩村公益分科会長　統計的に詰められないのか」
事務局　統計的、これが限界、他の目的で、とれる数字、また出すと問題になる、かなり限界に近い統計

岩村公益分科会長　派遣は、法制上の派遣なのか、業務請負など、どう理解するのか、本人が派遣と理解しているのか
事務局　有期労働者に質問してきているので、統計の答えではとしか言えない。
労働側　書面契約　法律上なっている。しないところは法律化した方がよい
　　　　　　　　　　　　　　６０歳以上、書面契約していない　一般化しても混乱起きない何割と思っているのか　　　　　　　　事務局：一般化もあるし、早く一般化必要という場合もあるか。

岩村公益委員　一般論としては難しい

労働委員　ｐ１９５表、守島先生、業種別に差があるのでは、もし、ほかの設問含めて特徴あるのなら、説明してもらいたい・

影響ない、派遣、請負を活用するから、雇用しない理由の中にも出ている。

ソフトウエアは、個人請負になっている、個人請負が増えているようにならない議論したい資料２７ｐ１９表　正社員転換制度の有無、制度がなくても、雇用している実績もある。

一本ずり、転換制度あるを１００としたと書いているが、制度なしでもあるなら紹介して欲しい。好事例があれば　示してほしい。
岩村公益委員　追加できるか　

事務局　業種別について、次回にでも検討して出したい。
労働側委員　資料１９ｐ　第５表、有期労働雇用できなくなった場合。有期の在り方変えた時、雇用がどう変わっているか、有期契約、場が確保されているもの、業種別、何故、有期の議論？　資料Ⅰ-７の表、実際の実務的、６０歳以上、有期契約、時間が短ければパート法の適用になり、均等室から指導受けたり、実態を落とすと、通達、指針など、決まられている、クロスして、ビジョンの中に落ちていくのか、現行法制とどうリンクしているのか　労働側も使用者側も、雇用の活力をどう確保していくのか、

事務局　形態ごとにルールの必要性違ってくる、しっかり整理していくこと大事だと思う

現場に、ルールの周知分かりやすく、ルールが守りやすいルールにしなければならない。

田中使用者側委員　他の法制にも影響すると考えて良いのか
事務局　そうである

使用者側　業種別、規模別きちんと調査しないと、中小企業に大きな影響が出る。

事務局　業種別は、次回しめしたい。

労働側　業種別　どういう労働実態を前提にしているのか、統計的にみると絶対数が分からないし、大きい意味での　実態見てみる、個人的には資料１７ｐ　に絶対数をかけてみる個人調査資料３３ｐ認識の差が、あるのか、絶対数として公式的に使うものにならない

事務局：実数との比較可能

中島労働側委員　働く者の立場から少し違うと思う、資料３６ｐ　今の職場で、有期か正社員で働きたい。正社員ではないけど、無期を望んでいる人もあった方がいる。

３０ｐの　女性では、妊娠したという中で、退社せざるを得ない自主退職もある

少し、議論しながら、伝えたい

安永労働側委員：雇用の機会を与える、雇用があればいいのか、資料第４表、第５表、正規労働者の代替として安い人件費として活用しているように見える。検討してもらいたい。

個人業者の方も、２６表、ヒアリング結果、雇い留め理由多い、期間満了２６％　無期に近い有期契約見える。

岩村公益　終了します
事務局　次回は日程調整のうえ
